
※　平成２４年４月末時点の状況。

１． 都道府県障害者権利擁護センターについて

（１） 直営・委託の状況について

問 1-1 都道府県障害者権利擁護センターの実施方法（予定を含む）

① 直営 ① 29

② 委託 ② 11

③ 直営＋委託 ③ 5

④ 未定 ④ 2 福島・福井

問 1-2 都道府県障害者権利擁護センターの委託先（予定を含む）

※複数回答可

① 社会福祉協議会 ① 7

② 相談支援事業所 ② 0

③ 地域包括支援センター ③ 0

④ 委託なし ④ 21

⑤ その他 ⑤ 5

⑥ 未定 ⑥ 7

問 1-3 都道府県障害者権利擁護センターの委託内容（予定を含む）

※複数回答可

① 委託なし ① 22

② 使用者による障害者虐待にかかる通報・届出受理 ② 14

③ 虐待を受けた障害者に関する各般の問題や養護 ③ 16

者に対する支援に関する相談・相談機関の紹介 ④ 16

④ 虐待を受けた障害者の支援や養護者に対する支援 ⑤ 15

に関する情報提供・助言・関係機関との連絡調整 ⑥ 14

⑤ 障害者虐待の防止や養護者に対する支援に関する ⑦ 6

情報収集・分析・提供 ⑧ 3

⑥ 障害者虐待の防止や養護者に対する支援に関する

広報・啓発活動

⑦ その他（障害者に対する虐待の防止の等のために必要な支援）

⑧ 未検討

障害者虐待防止の体制整備状況調査結果（都道府県）

●その他
　　茨城県手をつなぐ育成会
　　群馬県社会福祉士会
　　京都社会福祉士会
　　山口県社会福祉士会

●その他
　　障害者虐待防止ネットワーク会議
の開催、障害者虐待防止・権利擁護研
修の開催、専門職チーム派遣、カウン
セリング事業、専門性強化事業



（２） 人員体制について

問 1-4 都道府県障害者権利擁護センターの体制（予定を含む） １人 13

２人 4

３人 5

４人 1

５人 2

６人 1

７人 1

未定 20

問 1-5 問1-4で回答した人数のうち、障害者福祉・権利養護に関 １人 11

する専門的知識・経験を有する職員の配置（予定を含む） ２人 4

３人 0

４人 2

未定 30

問 1-6 障害者福祉・権利養護に関する専門的知識・経験を有する職員の配置

（予定を含む）※複数回答可

① 相談支援専門員 ① 7

② 社会福祉士 ② 16

③ 精神保健福祉士 ③ 5

④ 保健士 ④ 2

⑤ 介護支援専門員 ⑤ 2

⑥ その他 ⑥ 5

⑦ 未定・未検討 ⑦ 18

（３） 事業者・関係機関・警察への都道府県障害者権利擁護センターの周知について

問 1-7 事業者・関係機関・警察への都道府県障害者権利擁護センターに関する情報の周知

（予定を含む、複数回答可）

① 事業者に対する周知 ① 38

② 関係機関に対する周知 ② 39

③ 警察に対する周知 ③ 28

④ その他 ④ 10

⑤ いずれも選択していない ⑤ 5

●その他
　特別支援学校OB，施設職員OB、障
害者福祉に長年の経験を有する者、
障害児(者)施設における実務経験、弁
護士(非常勤嘱託)、知的障害者福祉
司

●その他
　当事者団体、福祉団体、一般県民等
に対する周知、特別支援学校、病院
等、県内民間企業、弁護士会、障害者
本人



２． 障害者虐待防止に関する住民・事業者・関係機関・警察への啓発活動の実施について（講演会・広報紙）

問 2-1 市町村障害者虐待防止センターや障害者虐待防止制度に関する住民・事業者・

関係機関・警察への周知・啓発活動方法（予定を含む）

※複数回答可

① 広報紙による周知 ① 33

② パンフレットやポスターの配布による周知 ② 27

③ ホームページによる周知 ③ 38

④ 講演会やシンポジウムの開催による周知 ④ 14

⑤ その他 ⑤ 11

⑥ 未定 ⑥ 8

⑦ いずれも選択していない ⑦ 1 三重県

３． 関係機関との連絡会議の開催状況

問 3-1 関係機関との連絡会議は設置状況 25

問 3-2 関係機関との連絡会議の構成（予定を含む）※複数回答可

① 民生委員・児童委員 ① 14

② 社会福祉協議会 ② 21

③ 知的障害者相談員 ③ 7

④ 身体障害者相談員 ④ 5

⑤ 障害福祉サービス事業者 ⑤ 22

⑥ 相談支援事業者 ⑥ 25

⑦ 警察 ⑦ 21

⑧ 弁護士 ⑧ 22

⑨ 医療機関 ⑨ 7

⑩ 医師会 ⑩ 18

⑪ 権利擁護団体 ⑪ 19

⑫ 労働関係機関 ⑫ 27

⑬ 教育機関 ⑬ 16

⑭ 保育所 ⑭ 0

⑮ 高齢者虐待関係機関（地域包括支援センター等） ⑮ 11

⑯ 児童虐待関係機関（市町村児童虐待担当職員を含む） ⑯ 14

⑰ その他 ⑰ 17

●その他
　権利擁護カード作成、県研修等の活
用、研修、ラジオ放送、報道機関への
広報依頼、連携会議等による周知、出
張講座による周知、新聞広報、ＴＶス
ポットによる広報、関係機関を集めた
会議等で周知を図る、街頭啓発活動

●その他
　法務局、大学教員、当事者団体、身
体障害者福祉協会，知的障害者福祉
協会，精神障がい者家族連合会、経
済団体、区市職員、学識経験者、保健
福祉センター、社会福祉士会、市町村
代表、自立支援協議会、県長寿社会
対策課、子育て支援課



問 3-3 問 3-2の「⑨ 医療機関」について

※複数回答可

① 精神科 ① 6

② 内科 ② 2

③ 外科 ③ 1

④ 小児科 ④ 1

⑤ 整形外科 ⑤ 1

⑥ 問3-2で⑨を選択していない ⑥ 20

⑦ その他 ⑦ 1

問 3-4 障害者虐待防止法施行までの開催回数 １回 18

２回 5

３回 1

４回 1

５回 1

６回 1

未定 20

４． 独自の障害者虐待対応マニュアル等の作成について

問 4 自治体の実情に応じた独自の障害者虐待対応マニュアル（フロー図）等の作成

① 作成済み ① 1

② 作成予定 ② 23

③ 作成せず ③ 5

④ 未定 ④ 18

５． 障害者虐待防止に関する研修（都道府県実施）の実施状況について

問 5-1 平成２３年度研修の実施

① 実施 ① 39

② 未実施 ② 8

●その他
　未定



問 5-2 平成２３年度研修を実施した場合の受講者の状況 ～50人 5１～100人 101人以上

① 管理者コース ① 10 4 7

② 相談窓口コース ② 9 8 7

③ 従事者コース ③ 6 5 8

④ その他（共通コースのみ等） ④ 4 2 16

問 5-3 平成２４年度研修の実施（予定を含む）

① 実施（実施予定） ① 45

② 未定 ② 2

問 5-4 平成２４年度研修をすでに実施場合の受講者の状況

※ 各コースの受講者の人数を記載・該当者がいない場合は「０」を記載

※実施予定・未定の場合はすべてに「０」を記載 ～50人 5１～100人 101人以上

① 管理者コース ① 2 2 1

② 相談窓口コース ② 2 2 0

③ 従事者コース ③ 1 3 0

④ その他（共通コースのみ等） ④ 0 0 0


